
別記様式第９号（第１０条関係）

年 月 日

（宛先）新潟市長

〒

円

円

年 月 日

年 月 日

□

支店

□ 普通 □ 当座

□
代理受領（本事業に係る補助金の受領に係る権限を別紙受任者に委任しま
す。）

補助金
の振込先

下記、申請者の口座へ振り込み願います。

金融機関名

□銀行　□信用組合
□信用金庫　□（　　　　）

預金種別

口座番号

口座名義（カナ）

交付決定額

交付算定額

工事期間
着手日

完了日

記

交付決定番号

交付決定日

罹災番号

氏名

電話番号

新潟市液状化被災宅地等復旧支援事業　実績報告書

　新潟市液状化被災宅地等復旧支援事業補助金の交付決定を受けた補助事業が完了したので、次
のとおり報告します。なお、本申請書及び添付書類に記載の事項は事実に相違ありません。

（申請者）
住所

フリガナ



別記様式第２号（第５条、第８条、第１０条、附則第３項関係）

円
（税込）

円

円
（税抜）

円
（税抜）

円
（税抜）

円
（税抜）

円
（税抜）

円
（税抜）

２．被災住宅関連支援事業等に係る補助金等の額

円

円

□ 円

□ 円

□ 円

円

３．補助金申請額・算定額

( 円 = 円

※上限1,200万円

= 円

小計【Ｆ】

補助対象実額（Ｈ） 他の補助金等の額（Ｉ）

円 - 500,000円)×2/3 -

新潟市液状化等被害住宅修繕支援事業【エ】

新潟市液状化等被害住宅建替・購入支援事業【オ】

□

□

□
のり面

復旧工事

補助金申請額・算定額（Ｊ）
（千円未満切り捨て）

他の補助金等の合計（イ＋ウ＋エ＋オ）【Ｉ】

新潟県被災者住宅応急修理支援制度に基づく住宅の応急修理（県制度）
【ウ】

補助対象実額　計（Ｆ＋Ｇ）【Ｈ】

□

基礎の
沈下・
傾斜

修復工事

□

災害救助法に規定する住宅の応急修理(国制度)の
額【ア】

アが50万円以下の場合：「0」
アが50万円超の場合　：ア－50万円

【イ】

円
（税抜）

上記に係る共通費・諸経費・値引き等（Ｄ×Ｆ／Ｅ）【Ｇ】

地盤の
復旧工事

円
（税抜）

地盤
改良工事

円
（税抜）

新潟市液状化被災宅地等復旧支援事業　事業概要・補助金額算定書

１．事業計画・実績

内容 工事費

（２）補助対象工事

（１）工事費全体

工事費（税抜き）（Ａ－Ｂ）【Ｃ】

工事費（税込）【Ａ】

項目

うち共通費・諸経費・値引き等【Ｄ】

消費税【Ｂ】

Ｃ－Ｄ【Ｅ】

円
（税抜）

□
擁壁の

復旧工事
円

（税抜）



別記様式第１０号（第１０条関係）

年 月 日

（宛先）新潟市長

〒

円

円

変更理由

記

交付決定番号

交付決定額

交付算定額

変更内容

（変更前） （変更後）

　新潟市液状化被災宅地等復旧支援事業補助金の交付決定を受けた補助事業について、要綱第８
条第１項第２号に規定する軽微な変更の内容について下記の通り申し出ます。
　なお、本申出書及び添付書類に記載の事項は事実に相違ありません。

（申請者）
住所

フリガナ

氏名

電話番号

新潟市液状化被災宅地等復旧支援事業
補助事業変更申出書

該当者のみ要提出



別記様式第１３号（第１３条関係）

年 月 日

（宛先）新潟市長

円

□ 銀行 □ 信用組合

□ 信用金庫 □

支店

□ 普通 □ 当座

口座名義（カナ）

電話番号

振込先
（受任者）

金融機関名
(           )

預金種別

口座番号

　上記の補助金額について、下記施工者（受任者）へ受領に関する権限を委任します。

記

施工者
（受任者）

所在地
〒

会社名

代表者の
役職及び氏名

新潟市液状化被災宅地等復旧支援事業
補助金代理受領願い

受領権限を
委任する金額

申請者
（委任者）

住所
〒

氏名

該当者のみ要提出


